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 それぞれの有無を雇い入れ通知書などを文書で明示する
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正社員と比較してパート社員の仕事の内容や責任、一定
期間の人事異動の有無などが同じ場合、その期間は賃金
を正社員と同じ方法で決めることが努力義務化されている。
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　改正パートタイム労働法

パート社員の正社員化促進策導入が義務化されている。
また、事業主は、苦情の自主的な解決を図るよう努めること
が必要である。
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　4月1日より「改正パートタイム労働法」が施行されました。本稿はそのポイントをまとめたものです。居

宅介護支援事業所、施設等の管理者（事業主）は内容をよく理解し、コンプライアンスを守ることが強く
求められます。
　また、パート社員は、改正内容をよく理解し不明点があれば、管理者に説明を要求することが大事で
す。本稿は、主として日本経済新聞の記事を引用したものです。
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